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１． 研究目的 

 本研究は，本学全学共通科目に設置されている

キャリアデザイン諸科目において地域振興を意識

させる機会を設けることによって，学生が自身の

キャリアを考える過程で地域振興を意識するよう

な科目を開発する可能性と効果を検証する研究で

ある． 

 我が国においては 2010 年代以降，少子化や人口

移動に歯止めをかけることができずに将来的には

消滅する可能性の高い自治体が多数あると指摘さ

れてきた．実際，2024 年の住民基本台帳に基づく

人口調査によれば，人口が 1 万人を割る市区町村

が 598 になっている（総数は 1,724）[1]．地域振興

や地方創生は，我が国の喫緊かつ重要な課題にな

っている． 

 こうした課題を解決するために自治体等は「関

係人口づくり」に積極的に取り組んでいるが，関

係人口づくりの成否には若者が自ら考え，自分ご

ととして捉え，そして行動・関与することが不可

欠である．ただ，学生に目を向けると，（諸外国の

若者との比較において）将来に明確な意図をもっ

て就労していく意識が低い傾向がある．本人の意

思というよりは，高収入，雇用の安定性といった

観点からその場（就職活動に相当する時期のなか）

で職業を選択する傾向が報告されている．本学の

学生も例外ではなく，漠然とした「夢としての職

業」は持っていても，その職に就いてどのような

仕事ができる人物になりたいのか，そのために大

学で何を得ようとしているかといったことまでは

考えるに至っていない．本学の学生が将来の自分

像を描きつつも，現在取り組んでいる大学での学

びの必要性を理解してその先にどのように繋げよ

うとしているのかを意識的に考えられるようにす

ることが，教育課程における課題として挙げられ

る． 

 そのようななか，本学の全学共通科目に設置さ

れているキャリア科目は，地域の課題を自分ごと

として捉えて自らのキャリア形成の中に地域振興

を意識する機会になり得ると考えた．キャリア科

目のうち，企業や地方自治体が直面する課題に履

修者がチームで取り組んで解決案を発表する科目

であるキャリア・ディベロップメント・プログラ

ム（以下「CDP」と表記する）では，履修者の「汎

用的能力」（本学ではこれを「就業継続力」と呼ぶ）

を実践的に育成することをねらいにしている．そ

のような CDP の授業内に「関係人口」をはじめ地

域振興にまつわる考え方を取り入れて，学生が自

分ごととして課題解決に取り組む過程で履修者が

地域振興を意識しながら自らの生き方を考えるよ

うになるのではないかと考え，本研究プロジェク

トチームは過去 4年度にわたってCDPを舞台にし

たキャリア教育研究をすすめてきた．その結果，

地方自治体が課題を出す CDP においては，履修者

が地域振興を意識し自身のキャリア形成のひとつ

として地域振興も念頭におくようになること，と

りわけ現地視察を実施することによってその程度
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が強まることを確認した． 

 ただ，カリキュラム上，CDP では履修者上限（50

名）が設けられているだけでなく自治体と提携す

るコマは合計 6 コマのうち 1 コマのみと定められ

ているため，地域振興を意識するよう促すことが

できる学生の数に制約がある．また半期の授業（実

質 3 ヶ月）でチームの提案内容と質を競うため，

提案作成自体に意識が払われてしまって地域振興

を自分ごととして捉えるには至らないケースも散

見された．そこで，本学の正課キャリア教育のも

う一つの柱であるキャリアデザイン諸科目に焦点

をあてて，その授業内において地域振興を意識さ

せることができるかどうかを検討しようというの

が，本研究である． 

 本研究は，キャリアデザイン諸科目のうちキャ

リアデザイン I そして同 III[2]のなかで地域振興に

関する授業回を 1 回設けて自治体職員による講義

を実施することによって，学生が自身のキャリア

形成の中に地域振興をどの程度含めるようになる

のかを授業受講前後そして授業間で比較検討した． 

 大学教育と地域振興との関わりについては，ゼ

ミレベルで自治体と連携する取り組みは河本

（2019）による研究成果[3]をはじめ国内ですでに

いくつも存在している．しかしながら，大学組織

として提供するキャリア教育という枠組で学生の

キャリア形成と我が国が抱える「地域振興」とい

う課題とを重ね合わせ（あるいは気づかせ），自身

の大学での学びと将来とを考えさせるキャリア教

育についての先行研究は，研究計画申請時点にお

いて見出すことができなかった．本研究はこの部

分で知的・教育的貢献を図ろうとしたものである． 

 本研究と本研究プロジェクト参加者の過去の研

究とを総合することによって，既存の正課キャリ

ア科目のみで地域振興を意識した学生のキャリア

形成支援が可能かどうか，不可能あるいは不十分

であるならば新たにどのような教育を学生に提供

する必要があるのかを検討する手掛かりにしよう

とした． 

 

２． 研究実施内容 

2.1. 調査対象 

 大学千代田キャンパスで開講されているキャリ

アデザイン I（半期科目：1・2 年次配当）14 コマ，

キャリアデザイン III（半期科目：3・4 年次配当）

4 科目のうち，共同研究者（磯部，落合）が担当し

ている授業を選定した結果，以下の授業で調査を

実施することになった． 

 

＜前期＞ 

キャリアデザイン I（5 科目） 

キャリアデザイン III（3 科目） 

＜後期＞ 

キャリアデザイン I（3 科目） 

 

なお，キャリアデザイン I は，個人に着目して働

くことや働くことに関わる自身の価値観や特性，

社会や企業が求める能力について考え学ぶ科目で

ある．キャリアデザイン III は，大学生活をキャリ

アの観点から振り返って今後希望するライフコー

スを踏まえていまなすべきことや選択すべきこと

を言語化することができるようにする科目である． 

 

2.2. 調査時期および方法 

1 科目につき 1 回，前期は 7/16, 7/17, 7/18 に，後

期は 10/22, 10/23, 10/24 に，美瑛町職員あるいは埼

玉県職員いずれかによる授業内講演を実施した．

履修者には講演受講の 1 週間前（pre）および受講

後 1 週間以内（post）に Google フォームを通じて

同じ質問項目を用いたアンケートを実施した．な

お，アンケート質問項目については、以下の通り． 

 

Q1: 現在受講しているキャリアデザイン科目 

（曜日・時限で選択） 

Q2: 出身地について（地域を選択） 

Q3: まちづくりについての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q4: 地域のコミュニティについての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q5: 地域の産業についての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q6: 地域の文化についての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q7: 地域の教育についての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q8: 地域の福祉についての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 
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Q9: 地域活性化の取り組みについての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q10: 地域のブランディングについての興味 

（全く興味がない（1）からとても興味がある（5）

までの 5 件法） 

Q11: 関係人口について 

（関係人口になりたいと全く思わない（1）から関

係人口になりたいと強く思う（5）までの 5 件法） 

Q12: 地方（出身地も含む）で働くことについて 

（地方で働きたいと全く思わない（1）から地方で

働きたいと強く思う（5）までの 5 件法） 

Q13: 将来、地域振興や地域活性化への取り組みに

どのように関わりたいか 

（自由記述） 

 

2.3. 回答結果集計と分析（の方法） 

各学期終了時にアンケート結果を集計，履修者

個人を特定することができないような形で同一履

修者による pre の回答と post の回答が対応するよ

うに集計した．そのうえで，pre と post とを比較し

た数値の増減，自由記述（Q13）で使用されている

ワードの頻度やその変化を確認した．必要に応じ

て SPSS を利用した統計処理（t 検定，因子分析）

および KJ 法に基づくカテゴリー分析を使用した

テキストマイニング分析をおこなって，統計的裏

付けを得た．後期終了後に改めてすべての集計結

果に対して SPSS を利用した統計分析と自由記述

分析とをおこなった． 

 

なお，preと postを対応づける前の回答総数（N）

は以下のとおり． 

 

前期： pre 471 名，post 360 名，計 831 名 

後期： pre 239 名，post 230 名，計 469 名 

合計： pre 710 名，post 590 名，計 1300 名 

 

2.4. 結果および考察 

本研究の最終的な目的である科目開発を達成す

るためには，履修者の属性（出身地）や講演の内容

にかかわらず，受講者に同じような効果が見出さ

れなければならない．そこで本研究では，集計結

果を以下の 5 つの観点から検討した．すなわち，

（1）pre と post の間すなわち自治体職員による講

演の前後で実際に有意な変化があったかどうか，

（2）講演した自治体（埼玉県，北海道美瑛町）の

間で pre と post の集計結果に差があるかどうか，

（3）履修者の出身地による影響があるかどうか，

（4）pre と post の間で自由記述欄にどのような変

化が見られるか，（5）回答から履修者の潜在的な

ニーズや意識は見られるかどうか，を検討した．

結果はそれぞれ以下のとおりとなった． 

 

（1）pre と post の比較 

pre と post の対応がある（履修者が pre と post の

両方を提出している）前期 331 人分，後期 200 人

分の集計結果に対して t検定をおこなった．また，

pre と post の対応を無視して前期と後期を合計し

た pre（710 人）と post（590 人）の集計結果に対

して t 検定をおこなった．その結果，いずれの場合

においても post の値が pre より上昇しており，優

位差があった． 

講義実施直後 1 週間で post のアンケートをとっ

たことが影響している可能性があるので，今後の

研究課題としては pre，post そして最終授業時の 3

回アンケートを実施して変化を追跡することが考

えられる． 

加えて前後期の履修者比較も実施した．pre と

post それぞれについて前期履修者と後期履修者の

集計結果に対して t 検定をおこなうと，【図 1】の

通り pre，post いずれについても前期の方が高いと

いう形で優位差が見られた．特に講演受講後の

post について，前期が 4 項目で大きな差をつけて

いる（【図 1】内の丸囲み部分を参照）． 

本学では， 4 月にその年度の履修をまとめて登

録させており，後期開始前に受付される追加履修

登録では卒業要件を満たす必要がある学生が登録

をすることが多いという事情がある．その事情に

起因して，前期履修者の方がよりシラバスを読み

授業内容を理解した上で履修している可能性があ

り，そのことが分析結果に関係していると考えら

れる． 
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図 1．前後期履修者間の回答平均値の相違 

（左側の項目の数字は質問番号，目盛の数字は 5 件

法による選択番号） 

 

（2）講演自治体（埼玉県と美瑛町）の比較 

授業内講演で取り上げる地域，講演の内容，そ

して講演した自治体と履修者との間の地理的・心

理的な距離が学生の意識変化に影響を与えたかど

うかを検討するために，埼玉県が講演した授業履

修者の回答データと美瑛町が講演した授業履修者

の回答データについてそれぞれ pre，post の t 検定

を実施した．pre と post データ数の埼玉県と美瑛

町の内訳は【図 2】の通りである． 

 

 

図 2．自治体別クロス集計 

 

その結果、いずれの自治体が講義をしていても

post の方が高く，0.1%水準で有意差があった．質

問 9 の「地域活性化の取り組みへの興味」のみ，

pre と post の間の有意差は 5%水準であった．pre で

は美瑛町が全体的に高数値だったが，post ではそ

の有意差がなくなっていた【図 3】． 

 

図 3．自治体，pre/post 別平均値 

 

今回の研究プロジェクトの限りにおいては，講

演者に選定する自治体による学生への教育効果へ

の影響は少ないこと，むしろ自治体職員を講演に

招いて授業を実施した方がその後の意識変化に好

影響を与えることがわかった． 

 

（3）学生の出身地域による影響の検討 

本研究では，履修者の出身地による影響の有無

も検討した． 

【図 4】の通り履修者のほとんどが「東京 23 区」

在住あるいは「関東・甲信」在住であったため，「東

京 23 区」と「それ以外」に区別して検討を試みた．

集計総数を考慮して，前期履修者と後期履修者を

区別せずに pre および post の平均値を確認した． 

t 検定の結果，pre においては「12 地方（出身地

も含む）で働くことへの興味」においてのみ有意

差が見られ，そこでは 23 区以外出身者の方が 23

区出身者に比べて興味が高かった．ただ，post に

なると出身地の間で有意差は見られなかった【図 5】． 

一方，東京 23 区とそれ以外とでそれぞれ個別に

pre と post の t 検定を実施すると，いずれも post の

方が高く，東京 23 区出身者の「9 地域活性化の取

り組みへの興味」を除いて有意差があった．した

がって，履修者の出身地域による影響の差はなく，

いずれに対しても自治体職員による講演の効果が

あると判断した． 

期 プロジェクト 合計

埼玉 美瑛町

前期 t検定対応無PrevsPostpre値 194 277 471

post値 144 216 360

合計 338 493 831

後期 t検定対応無PrevsPostpre値 158 81 239

post値 157 73 230

合計 315 154 469

合計 t検定対応無PrevsPostpre値 352 358 710

post値 301 289 590

合計 653 647 1300
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図 4．回答者の出身地域分布 

 

 

図 5．回答者の出身地域による pre/post 平均値 

 

なお，キャリアデザイン I 履修者かキャリアデ

ザイン III 履修者かの区別と埼玉県と美瑛町の別，

そして出身地域の別とを組み合わせた集計結果に

ついても検討した． 

キャリアデザイン I では，post において埼玉県

のケースでは履修者の出身地による有意な差は見

られなかったが，美瑛町のケースでは「12 地方（出

身地も含む）で働くことの興味」が東京 23 区出身

者に比べてその他地域出身者の平均値が高く，有

意差があった．キャリアデザイン III では，post に

おいて「6 地域の文化への興味」が東京 23 区出身

者で高平均値となり，その他地域出身者との間で

有意差があった．一方，美瑛町では有意差はなか

った． 

このように，細かく場合分けをするとサンプル

数は少なくなるものの，科目特性（1, 2 年生を対象

にしたキャリアデザイン I と 3, 4 年生を対象にし

たキャリアデザイン III）による受講者意識の差や，

自治体の講演で焦点が当たった話題（埼玉県：地

域の文化への言及あり、美瑛町：移住とその生活

についての言及あり）による意識の差は当然生ま

れ得ることが確認できた． 

より詳しくみると以下の通り． 

 

【キャリアデザイン I×埼玉県講演のケース】 

pre では「12 地方（出身地も含む）で働くこと

の興味」においてその他地域出身学生の平均値が

高く，東京 23 区に比べて有意差があった．ただ，

post では出身地に有意な差は見られなかった． 

 

【キャリアデザイン I×美瑛町講演のケース】 

pre では出身地に有意な差は見られなかったも

のの，post では「12 地方（出身地も含む）で働く

ことの興味」が東京 23 区出身者に比べてその他地

域出身者の平均値が高く，有意差があった． 

 

【キャリアデザイン III×埼玉県講演のケース】 

pre では東京 23 区出身者とそれ以外の出身者と

の間で有意差は見られなかった．post では「6 地

域の文化への興味」において東京 23 区出身者の平

均値が高く，その他地域出身者との間で有意差が

あった．このような結果が出た背景として，講演

の内容が実際に地域の文化に関わるものだったこ

と，配当年次の関係で履修者に就職活動を意識し

つつある 3 年生が多く，意識が喚起されたことが

考えられる． 

 

【キャリアデザイン III×美瑛町講演のケース】 

pre においては出身地域による有意差は見られ

なく，post においても有意差はなかった．このよ

うな結果が出た背景として，講演内容が移住をは

じめ美瑛町に特有の話題が多く，科目の配当年次

に起因して履修者の中心である（就職活動を意識

しつつある）3 年生には美瑛町のような特性を持

つ地域で働くことについてのイメージがつきづら

pre値 post値 計

東京23区 度数 153 122 275

t検定対応無PrevsPost の %21.50% 20.70% 21.20%

北海道／東北 度数 13 15 28

t検定対応無PrevsPost の %1.80% 2.50% 2.20%

関東／甲信 度数 491 417 908

t検定対応無PrevsPost の %69.20% 70.70% 69.80%

北陸／東海 度数 27 15 42

t検定対応無PrevsPost の %3.80% 2.50% 3.20%

近畿 度数 5 5 10

t検定対応無PrevsPost の %0.70% 0.80% 0.80%

中国／四国 度数 5 4 9

t検定対応無PrevsPost の %0.70% 0.70% 0.70%

九州／沖縄 度数 11 9 20

t検定対応無PrevsPost の %1.50% 1.50% 1.50%

その他（海外）度数 2 1 3

t検定対応無PrevsPost の %0.30% 0.20% 0.20%

その他 度数 3 2 5

t検定対応無PrevsPost の %0.40% 0.30% 0.40%

度数 710 590 1300

t検定対応無PrevsPost の %100.00% 100.00% 100.00%
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かったことが考えられる． 

 

（4）Q13 の自由記述記載事項の分析 

将来地域振興にどのように関わりたいかを自由

記述形式で問うたアンケート Q13 に対する回答に

ついて，【図 6】の通り 1 から 13 の項目に区別し

て振り分けをし，pre と post でどのような変化が

あったかを分析した． 

 

 

図 6．自由記述振り分けキーワード一覧 

 

その結果，pre と post では大きな変化があるこ

とがわかった．とりわけ，【図 6】のキーワード一

覧における 1 や 2 が激減して 4, 5, 9, 10, 11, 12 が増

加することを確認した．一例として前期のケース

を取り上げると【図 7】の通りである． 

履修者が自由記述にて使用する語が「積極的」

「消極的」といった曖昧な表現ではなく，「職業」

「ボランティア」「祭り」「イベント」「ふるさと納

税」「観光」といった，具体的なものになった．そ

こまで到達することができないにせよ，「SNS」に

代表される広報関係，（行動まで至らないにせよ）

提案やアイデアといった考え，知ることから始め

るという意識を惹起するに至った．さらには，少

数ながらも「移住」があるのも興味深い．後期も同

様の傾向が見られた。同じような傾向は前期につ

いてキャリアデザイン I 履修者とキャリアデザイ

ン III 履修者を区別して集計しても確認すること

ができた【図 8】． 

 

 
図 7．自由記述のキーワード分布（前期） 

 

 
図 8．自由記述のキーワード分布（前期） 

（キャリアデザイン I と III の履修者別集計） 

 

上記の通り，たった 1 回の授業内講演で履修者

の意識に大きな変化が生じたことを確認すること

ができる．ただ，post は講演実施後 1 週間以内に

とられた回答であるため，post で確認できたよう

な意識変化が継続的なものなのかどうかを確認す

るためには（2）と同様，授業期間終了時の意識調

査をするなど時期を空けた追加調査が必要になる
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と考える．今後の研究課題としたい． 

 

（5）因子分析 

最後に，pre と post 両方回答した（対応がある）

回答 531 件について，pre と post で因子分析をお

こなった．加えて，キャリアデザイン I とキャリ

アデザイン IIIに分けた pre と postの因子分析も実

施した． 

特筆すべきは，post の因子分析の結果（因子行

列），pre/post の対応がある 531 名の因子分析につ

いては，「3 まちづくりへの興味」→「4 地域のコ

ミュニティへの興味」→「10 地域のブランディン

グへの興味」→「5 地域の産業についての興味」→

「9 地域活性化の取り組みへの興味」→「6 地域

の文化への興味」→「7 地域の教育への興味」→

「11 関係人口への興味」→「8 地域の福祉への興

味」→「12 地方（出身地も含む）で働くことへの

興味」の順に度数が推移したことだった．科目別

に集計したところ，キャリアデザイン I の post で

も類似した結果が出た．すなわち，因子行列は高

いものから順に 3, 4, 5, 10, 9, 6, 7, 8, 11, 12 と推移し

た．なお，キャリアデザイン III の post の集計結果

のみ，適合度はやや低いものの 2 因子が抽出され

た．度数の高いものから順に 10, 3, 9, 5, 6, 11 まで

が第１因子に，8, 7 の順に第 2 因子となった．  

配当年次と科目特性を考慮すると，キャリアデ

ザイン III において因子が 2 つ生じて，ブランディ

ングやまちづくりなどといったより就職活動に近

いテーマへの興味と地域の福祉や教育への興味と

が分かれる可能性があることを確認できたことは

大きかった．データ数（64）の関係でより信頼を高

める必要があるが，今後の研究遂行にあたっては

念頭におきたい．また，因子は分かれなかったも

のの地域の福祉や教育への興味が高くは出なかっ

たことは，キャリアデザイン I についても確認す

ることができた．今後，自治体がより切実な課題

だと考えている地域の福祉や興味への関心につい

て授業でどのように扱うのか，今後の検討課題に

したい． 

 

３． まとめと今後の課題 

 以上の通り，キャリアデザインの授業のなかで

自治体職員による講演を 1 度設けるだけでも履修

者の地域振興にかかる意識が高まることを確認し

た．その効果はどの自治体が講演をするか，履修

者がどの地域の出身者かということにはほぼ影響

しないため，今年度実施した方法を採用し続ける

ことには一定の意義があることを確認することが

できた． 

 ただ，本文中でも考察した通り，post アンケー

トを取るタイミングが早いと履修者に本当に地域

振興に関する意識が定着しているかどうかはわか

らない．今後は講演 1 週間後という post アンケー

ト取得タイミングに加えて最終授業時にもアンケ

ートを実施する方向で検討したい．これに合わせ

て，自治体職員による授業回を前期の 11 回より前

倒しにする必要があるかどうかも検討したい． 

 細かなところでは，アンケート実施方法につい

て，pre と post の対応がないケースがかなり見ら

れた．確実に同一履修者から pre と post の回答を

得られるよう工夫する必要も感じた．加えて，pre

のアンケート実施時あるいは実施前（たとえば初

回授業時に）自治体職員による講義回についてど

の程度情報を提供するのかについても，授業間で

統一しておく必要がある．次年度以降の課題とし

たい． 

 上記のような細かな課題はあるにせよ，キャリ

アデザインの授業内に 1 度でも自治体職員による

講演を採用するだけで学生に地域振興に関する意

識をさせることができる．これをきっかけにして

学生がその後の学びのなかで地域振興につきより

深く学び考えて，ひいては自己のキャリアの選択

肢のひとつとして考えるようになるためには，単

発の講義を超えた教育機会の提供が必要だと考え

る．キャリアデザイン諸科目のなかでの取り組み

は継続するが，それと同時に当該科目を受講した

後に恒常的に地域振興について学び，考えること

ができる機会（科目）の開発・企画について，今後

も引き続き取り組みたい． 

 

４． この助成による発表論文等 

本報告書脱稿時点（2025 年 3 月 4 日）で統計分

析が完全終了したばかりであり，研究成果の発表

機会が確定している訳ではないが，将来的には日

本キャリアデザイン学会での発表を検討，準備し

ている． 
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